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第四次産業革命の中の大学

徳永　保（筑波大学）

１．はじめに
急激に進展する社会の大変化のなかで，大学はいかにして生き残り，そして多岐にわたる活動を

通じてグローバルなプレゼンスを高めて行くか。大学マネジメントにとって最も重要なこの課題へ
の取り組みにあたり，優先的に行うべきことの一つは，現在我々が直面している変化について，刺
激的な断片的イベントの背後にあるはずの大きな構造を読み解くことである。

この世界規模での重要課題に対する現時点での代表的な答案が，『第四次産業革命』というコン
セプトのもとに展開されている一連の議論である。本稿では，ジュネーブ大学教授で非営利財団
「世界経済フォーラム “World Economic Forum”」の会長も兼ねるクラウス・シュワブ（Klaus 
Schwab）によって設定された議論を枠組み１）を援用し，我が国の大学がおかれている現状と課題
を一貫した文脈のなかに統合するとともに，これからの大学のあり方について展望することを試み
る。

２．産業革命とは何か
18世紀の英国，ワット（James Watt）が発明した蒸気機関を動力とすることでそれまでの手工

業に代わって機械工業が発展し，大量生産，大量消費を生み出したのが産業革命である。産業革命
が重要な歴史的事件であるとされるのは，その直接的なインパクト以上に，人々の生活に及ぼした
間接的効果によるといってよい。毛織物工業の発達により，農地は牧場へと転用され，多くの小作
農が仕事を失うこととなった。農地を追われた小作農が向かったのが，リバプールやマンチェスタ
ーをはじめとする都会の工場である。都市に集まってきた工場労働者は，１日に12時間を超える過
酷な労働に従事することになった。こうして誕生した都市の大衆市民社会は，人々の生活を一変さ
せることになった。

それまでイギリスには，もちろん公共水道はなく，エネルギーは自分で切ってきた木を薪とする
ことで調達していた（図１）。産業革命以降，大量の人口が都市に集積して生活するようになれば，
公共水道の整備や石炭，電気などの大規模なエネルギー供給が必要となる。人々の移動についても，
バス，地下鉄などの大量輸送を可能とする公共交通機関が登場する。都市に密集して生活する人々
の，極度に悪化した衛生状態を改善するため，生活の基礎となる公共住宅，し尿処理や廃棄物処理
など公衆衛生の向上にむけて整備が必要となる。さらに，社会の厚生水準の低下が，病院や学校，
社会福祉施設など，その後の福祉社会につながる多様な社会制度の必要性を強めていった。

他方，工場労働者が集まって労働組合が結成され，雇用者に対する大衆課税がはじまり，そして
普通選挙制の導入へと社会の仕組みも大きく変化して行く。人々の生活も，請負から時間制の賃金
労働者へ，徒弟制から工場労働者へ，賃金を得て核家族を単位とする都市生活へと変化を遂げる。

ここまで見てきた通り，産業革命は人々の生活を一変させた。当時の都市の工場労働者の劣悪な
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生活環境は，様々な映画の中で描かれている通りである。よく知られている通り，労働者が機械を
破壊するラダイト運動が起きたのもこの頃である。産業革命の直後の大混乱のなか，都市の工場労
働者の生活は悲惨を極めたといってよい。これが産業革命の真のインパクトなのである。近未来の
うちに，想像がつかないほどに生活が一変し多くの国民が混乱に陥るような大革命がもし再び起こ
るとすれば，それはいったいどのようなものなのだろうか。

３．技術革新がもたらす社会の変化
技術の革新が社会に及ぼす影響について，これまでも多くの識者によって論じられてきた。その

代表例がアルビン・トフラー（Alvin Toffler）による『第三の波』である２）。トフラーによれば，
第一の波は農耕技術であり，この革新的技術が狩猟社会から農耕社会への移行をもたらした。第二
の波が工業化によって引き起こされた産業革命であり（前説を参照），農耕社会から産業社会へと
大きな変貌を遂げた。そして次の社会革命を起こす「第三の波」が情報技術であり，我々は脱産業
化社会，情報化社会を迎えることになる。ただしこれは，今から35年以上前の議論であり，来るべ
き情報化社会とはどのようなものであるのか，トフラーも含めて誰もわからなかった。

その当時，教育行政を担当する文部省では，第三の波の到来を大きな恐怖として捉えていた。も
し社会が大きく変わるのであれば，当然，そこで求められる知識も現在とは異なるものとなるはず
である。しかしながら，近未来の情報化社会とは一体どのようなものなのか。それがわからないの
であれば，当然そこで求められるであろう知識について現時点では知ることはできない。もし社会
が大きく変化するのであれば，大人になった時に必要となる知識は，現在学校で学んでいるものと
は大きく異なっている可能性が高い。このままでは，子供たちがいま学校で勉強していることが将

図１
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来役に立たない，という困った状況になりかねない。
そのとき文部省では，次のような対策が構想されていた。役に立つかどうかがわからない知識を

子供たちに教え続けるべきではない。しかしながら，代わりに教えるべき，将来必要になる知識が
どのようなものであるのか誰にもわからない。この難しい状況のもとで我々がすべきことは，社会
がどのように変わっても，その時々に必要とされる知識を自分の力で獲得するための方法を教える
ことなのではないか。この「自己教育力」という考え方を文部科学省が最初に提案したのは，1983
年のことである３）。モットーとして長く掲げられてきたこのコンセプトがついに学習指導要領に反
映されたのは，2016年に行われた学習指導要領改訂であった。その途中には例えば「ゆとり教育批
判」などの紆余曲折もあったが，実現するまでに30年以上の長い時間を要したのである。

４．情報化社会から知識社会へ
情報化社会に内在する本質的な原動力に着目し，そのインパクトに関する議論を展開してきたの

が知識社会論である。たとえばその前段として，ジョン・ケネス・ガルブレイス（John Kenneth 
Galbraith）は，これまでの経済学では解決することの難しい，グローバル化や民主主義の不全，
都市問題などが引き起こす現代社会の混迷状況について，「不確実性」というキーワードを軸に克
明に描いた４）。ただしこの段階では，混迷の先にある新しい社会の姿について，まだ明確にはされ
ていない。

社会の革命的変化に対して我々はいかに対応すべきかを説いたのが，ピーター・ドラッカー
（Peter Ferdinand Drucker）である５）。19世紀半ばの軽工業から重化学工業への移行によって引
き起こされた第二次産業革命，1929年の株式市場暴落に発する大恐慌，第二次世界大戦後の構造変
化。18世紀後半の産業革命以降も社会は幾度となく大きな変化を経験してきているが，情報革命や
グローバル化，少子化などによる複合的なインパクトを受けて，我々はいまかつてない急激な転換
点にある。市場メカニズムや政府の力をもってしても対処することは難しい。この困難な状況への
対応を可能にするものこそ，知識労働者による生産性の向上（マネジメント革命）である，とする
議論である。ドラッカーはまた，この急激な転換点による影響は営利企業よりも非営利組織におい
て深刻であると論じている。非営利組織である大学の将来は，経営スタッフによる知識活用と生産
性向上にかかっているのである。

知識を活用したマネジメント革命に力点を置いたドラッカーの議論では，大転換の先にある社会
の変容についてはあまり取り上げられていない。シュワブの第四次産業革命論は，この点について
掘り下げた議論として位置付けることができよう。

ドラッカーと同時代に，知識こそが価値を決めるというコンセプトを明示したのが，経済産業省
で通商白書の執筆や大阪万博の企画・実施に従事し，後に経済企画庁長官となった堺屋太一であ
る６）。堺屋もまた，社会の変化に関する歴史的考察に注力している。小規模な農耕と牧畜を中心と
する始代に始まり，土木技術や動物利用による生産規模の拡大が可能となった古代，森林の枯渇と
耕作地拡大の限界を迎えた中世，化石燃料と内燃機関の発達により機械工業の栄えた近代，そして
情報技術の登場したポスト近代。停滞と成長から構成されるサイクルのなかで，我々は再び停滞期
にさしかかっているのではないか（図２）。我々日本人の直面する現実を描いたこの議論の直接延
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長線上に展開されているのが，シュワブの第四次産業革命論に他ならない。

５．技術的メガトレンド
第四次産業革命の推進力となるであろう主要技術について，シュワブは３つの側面から大きなト

レンドを整理している。物理的側面，デジタル的側面，そして生物学的な側面について，順番に見
ていく（図３）。物理的なメガトレンドとして取り上げられているのは，自動運転車，3D プリンタ
ー，ロボット，そして新素材である。たとえば 3D プリンターの進化は，日本の産業に大打撃を与
える可能性がある。今まで日本の中小企業が圧倒的なリードを持っていた分野の一つが，金型の技
術である。複雑な形状の製品を大量生産するためには，精緻な金型を組み合わせるための高度の技
術が必要であり，日本の中小企業の強みとされてきた。ところが 3D プリンターを用いることで，
複雑なデザインの部品や商品を，金型を用いることなく簡単に作ることができてしまう。

デジタルな技術としてあげられているのは，すでに広く知られているところでは，高速で大容量
の情報ネットワーク，大規模データの利用技術（いわゆるビッグデータ），人工知能。これらに加
えて，Internet of things（IoT）は，様々な物を情報ネットワークに接続することによりコントロ
ールする技術である。そして，大学教育の枠組みを大きく変える可能性を秘めているのがブロック
チェイン（Block chain）である。すでに仮想通貨を通じて実用化されているこの技術により，過
去の記録が書き込まれた分散型のデータ台帳の改変が不可能となる。そのため，生涯にわたって積
み重ねられる学習履歴が，この技術を用いることで世界規模で簡単に証明することができるように
なるのである。

生物学的なメガトレンドとしてあげられているのは，遺伝情報操作，脳科学そして神経操作技術

図２
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である。例えば，人間の頭の中に IC チップを埋め込むことで，携帯電話を介さずに直接思考を繋
ぐようなコミュニケーションが可能になるかもしれない。もしこのようなことが可能になれば，革
命と呼ぶにふさわしい大きな社会変化が起きるはずである。当然，大学における教育研究のあり方
も，現在とは全く異なるものになることが予想される。2025年頃には大きな転換点を迎えるであろ
う，というのが専門家による見通しである。これらの技術変化が社会そして大学に与えるであろう
革命的インパクトについて，次節以降，議論を行う。

６．雇用から請負へ
第四次産業革命による経済への影響のなかで，コスト減によって引き起こされるデフレーション

と長期的な経済停滞がおそらく最大のものとなる。AI を活用することによる自動化と省力化が，
コストの大幅減少を可能にするからである。かりにデフレーションが起こったとしても，資本家は
利益を上げることができる。問題は，仕事を失う労働者である。その結果，経済格差が今まで以上
に拡大することが予想される。その一方で，コスト削減は生産性の向上をもたらすため，社会の変
化によって生み出される新たな経済的需要などを取り込むことで長期的には経済成長につながると
の見方もある。

最も重要性の高い雇用情勢の変化について，議論を進めていく。深刻なのは，AI に代替される
労働者である。例えば教育の質の保証を担う業務は，AI を積極的に活用することはあっても雇用
が代替されることは決してない。他方，反復継続的な知的業務，大学職員であれば経理や調達のよ
うな業務は，おそらくそのほとんどが AI で代替されると予想される。そこで起きる変化は，18世
紀産業革命における「請負から雇用へ」と真逆のものとなる。機械を用いた自動化を進めるために

図３
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必要となるのが作業のモジュール化である。例えば経理業務の場合，伝票入力作業と計算作業に分
離（モジュール化）し分業することができる。現在は，データ入力のみを人間が行い，計算はコン
ピュータが処理することが一般的に行われている。モジュール化すれば，その業務はアウトソーシ
ングが可能になり，すでに実施している大学も少なくない。アウトソーシングとは，雇用から請負
への変化に他ならない。さらなる技術の進化によって，いずれ請負さえも不要のものとなる。IoT
は伝票入力作業の自動化をもたらし，AI は一連の業務の中に埋め込まれていた人間による判断を
代替するからである。その結果，請負先の雇用もいずれ消滅することになろう。

大量に生み出される失業者の受け皿として期待されるのが，社会の変化によって生み出される新
しい需要に応えるための産業である。そして，そこで新たな問題となるのが労働者のスキルである。
例えば私立大学の経理部門で，学校法人会計基準に知悉することにより会計帳簿業務で成果を上げ
ていた職員がいたとしよう。AI に職を奪われ新たな職を得ることができたとしても，前職での活
躍を支えていた知識やスキルの多くは役に立たず，全く異なる新たなスキル習得を迫られることに
なる。この変化を見越して文部科学省では早い段階で「自己教育力」の導入に向けて取り組んでき
たことは，すでに説明した通りである。

雇用から請負へ，という大きな社会の変化を促進するもう一つの要因が，オープンイノベーショ
ンの進展である７）。「企業が自らのビジネスにおいて外部のアイデアや技術をより多く活用し，自
らの未利用のアイデアは他社に活用させる」８）ことを通じてイノベーションの実現を目指すこのモ
デルのもとで，今まで一番頭を使っていた研究開発（R&D）とその関連業務について，外部に依
存することになる。従来は自前で行なっていた開発業務を外部に任せるという動きが進むと，会社
はますます従業員を雇用する必要から開放されることになる。事実，例えば日本産学フォーラムの
国際シンポジウム「新たな社会に向けて Toward Inclusive Society -Cultivating Talents in a 
Rapidly Changing Society-」（2017.2）では，日本を代表とする電機産業の方から，現在およそ８
万人いる従業員は10年後には１万人まで減少するのではないか，という問題提起が行われていた。
最近では，日本を代表するメガバンクが，大幅な雇用削減計画を相次いで公表している。このよう
に急速に雇用が縮小していくのである。もちろんアウトソーシングを請け負う企業は従業員を必要
とするものの，効率化や IT 活用により雇用規模は大幅に縮小することになる。

大学のマネジメントについても，おそらく少数の副学長と，企画や総務担当の部長・係員は専任
が必要とされるものの，それ以外については学生支援から庁舎管理までアウトソーシングにより対
応が可能ということになりかねない。職を失うことになる大学職員の再就職支援はもちろん，企業
等からの求人を前提とした学生へのキャリア支援のありかたも根本的に変えていかざるを得ない。
このことにより，革命と呼ぶにふさわしい急激な社会変化が引き起こされることになろう。

７．協調的イノベーション戦略の進展
第四次産業革命が企業に与える影響についてシュワブは，顧客，製品，イノベーション活動，そ

して経営モデルという４つの側面から議論を展開している。新たな技術を活用することにより個別
性の高いニーズに対してリアルタイムできめ細かに応えることできるようになれば，おそらく顧客
からの要望もさらに高度複雑化する。企業は，このような顧客の期待の変化に対応することが求め
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られるようになる。また，IOT の進展により提供される商品やサービスのモニタリングが可能と
なり，そこで得たデータを活用することでさらに高度なサービスの提供が実現する。このことが，
顧客からの要望をさらに肥大化させることになる。

大学人にとって特に重要な意味を持つのが，第三の，イノベーション活動の変化である。協調的
イノベーション（Systemic innovation）が，米国ではすでに戦略的に進められている。そこでは，
単独ではなく，補完関係にある別のイノベーションと組み合わせる（協調する）ことで大きな便益
が生み出される（図４）９）。例えばヘンリー・フォード（Henry Ford）がＴ型フォード車を発明し
たとき，アメリカでは既に石油化学工業が興きており，どこでもガソリン燃料を買うことができた。
この社会的インフラがすでに発明されていたからこそ成功したのであり，フォードがどれだけ優秀
なＴ型フォード車を発明しても，それだけで車が売れるわけではない。Ｔ型フォードの成功は，協
調的イノベーションであったということである。エジソン（Thomas Alva Edison）による電灯の
発明も同様で，すでにニューヨーク中に給電システムが整備され家庭で電気が使えたからこそ，大
きなイノベーションとなった。このようにイノベーションは，単独ではあり得ず，補完する技術や
施設との相互作用を必要とする，トータルシステムとしての性質を持つ。

ここからが重要である。今日の企業には，ほかの企業が関連するイノベーションを起こすのを待
つほどの余裕はない。企業が協調して仲間を募り，相互に補完的な研究開発を計画的に進めて行く
のである。協調的イノベーション戦略と言われるものである。そこで形成されるコンンソーシアム
に対してどのような貢献ができるのか，大学の存在意義が問われている。

図５は，協調的イノベーション戦略に関連する３つの事例を示したものである。第一は，日本の
NTT ドコモ社が携帯電話の 3G 回線を LTE へと移行した時の出来事である。携帯電話機だけを発

図４
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明しても，電波が対応していなければ当然売れない。中継基地局の設備を全て更新し，インフラが
整備されて，初めて本格的な普及が始まったのである。

第二の事例は，世界の小売業ランキングのトップ10に入った Amazon である。いかに Amazon
のビジネスモデルが優秀でも，物理的なインフラがなければ顧客に品物は届かない。日本の
Amazon は，関東一円のマーケットに対して外環道添いに巨大な倉庫を整備し，そこから配送し
ている。倉庫のなかでは IoT が進められ，商品に付されたバーコードを介して自動的に商品がピ
ックアップされパッケージ化されていく。誰もいないのに，巨大な倉庫の中の膨大なストックの中
から注文された商品が高速かつ正確に仕分けされ，配送されていく。この仕組みが当日配送を支え
ている。Amazon の E-commerce（電子商取引）は，倉庫業や配送業における発明を戦略的に協調
させることで，イノベーションを実現したのである。

第三の事例は生物科学分野のモンサント（Monsanto），アメリカの肥料会社である。遺伝子組み
換え技術により，１ヶ月おいてもみずみずしさを保つトマト（フレーバー・セーバー）が開発され，
この技術開発により，樹上完熟と長期保存が可能となった。そこで問題となったのが，ロジスティ
ックスである。この高価な新品種トマトを一般消費者に販売するためには，配送から陳列まで，通
常の安価なトマトとはまったく異なる仕組みを作ることが必要になる。生産農家から物流，そして
飯販売店まで巻き込んだ協調的イノベーションがなければ，新品種によるビジネスは成立しない。
このようにして systemic innovation，協調的イノベーションが進められるのである。

８．ネットワークからエコシステムへ
協調的イノベーションを実現するための仕組みが，オープンイノベーションネットワーク，ある

図５
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いはエコシステム（ecosystem）と呼ばれるものである（図６）10）。まずは自社の研究開発の進展
状況を把握し，関連企業等とのコンソーシアムや大学との連携を通じて発展可能性を探るとともに，
技術標準を確立する。応用段階では，起業家やジョイントベンチャーへの投資などを通じてビジネ
スモデルを磨き，パートナー企業とのネットワークを徐々に構築する。そうして形成された企業間
の連携構造全体がエコシステムである。ネットワークに参加した企業間で，利益の配分が行われる
のである。

これが，日本の企業に最も不足しているものである。例えば電器会社は，既存の家電製品の品質
改良だけではなく，関連するあるいは全く関係がなさそうな組織と連携することで新しい価値を創
出することが求められる時代になった。アメリカではすでに，一見すると全く関係がないと思われ
る人たちが集まることで新商品開発が行われている。このようなネットワークをうまく形成するこ
とができずに苦戦しているのが，現在の日本企業であるといって良いのではないか。後述するとお
り，日本の大学にとっても影響力のあるエコシステム形成が大きな課題となっている。

９．プラットフォーム型ビジネスへの移行
第四次産業革命が企業に与える第四の影響が経営モデルの革新であり，ここでプラットフォーム

戦略が登場する11）。プラットフォームの形成を基軸とするビジネスであり，その代表例が Google
社である。プラットフォームの中核に無料の検索サービスがあり，その周辺に様々なサービスが展
開されている。広告媒体として，あるいはユーザー行動の分析データの販売などを通じて巨大なビ
ジネスがそこに成立している。Apple 社による itunes store では，膨大なタイトルの音楽や映画の
配信サービスが行われている。クラウドコンピューティングモデルも，プラットフォームの一種と

図６
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いえる。手元に高性能のコンピュータや大規模な記憶装置がなくても，ネットワークを介して，高
速で大容量のコンピュータを活用することを可能とする。

ディジタル・プラットホームだけではない。例えばクラウドファンディング，人材派遣サービス，
宿泊・配送サービスなど，日本国内ではまだ未認可のものも含めて，多くの人や組織がプラットフ
ォームに参加し，そこで様々なビジネスが展開されることになる。従来型の，マスメディアを通じ
た広告宣伝を通じて，大量生産された商品や規格化されたサービスを，高額の流通コストが上乗せ
された価格で販売するという経営モデルでは，競争に勝つことが難しくなりつつある。

大学の経営モデルも，プラットフォーム型への移行が可能のはずである。あらかじめ与えられた
時間割に沿って，定められた時間に定められた教室に集合せずとも，プラットフォームを介して都
合の良い時間帯に希望するプログラムを受講する。既存のオンライン学習システムや先述のブロッ
クチェインを用いた学習管理システムなど，少なくとも技術的な障壁はなくなりつつある。そこで
重要な意味を持つのが，オープンイノベーションネットワークでも登場した，標準化，規格化
（standardization）という大問題である。

10．スタンダードをめぐるグローバル競争
Google 社や Apple 社が展開しているプラットフォームは民間企業が独力で形成したものだが，

欧州では，プラットフォーム形成に向けて政府が積極的に施策を展開している。先にみた通り，オ
ープンイノベーションネットワークの中核になるものが技術標準である。欧州では，経済の中心と
なるような技術分野とその応用形態において，自分たちが主流となることのできる国際基準を確立
すべく，政府が積極的には働きかけを行っている。イノベーション政策の一環として策定された
Framework Programme 7（第７次欧州研究開発フレームワーク計画）は，2007年から2014年まで
の７年間にわたる，欧州連合（EU）における科学研究開発への財政的支援のありかたについて定
めたものである12）。そしてその実施にあたり大きな役割を果たしたのが，欧州テクノロジープラッ
トフォームである（図７）13）。そこでは，主要企業から中小企業，公共団体，大学や研究機関，そ
して市民団体まで関係者が幅広く参加し，産業競争力の強化を目的として，欧州共通の研究開発目
標の設定や研究開発リソースの結集，研究成果の商業化の促進などに向けて活発な活動が行われて
いる。技術領域ごとにロードマップが存在し，技術的なビジョンと戦略的研究行動計画（SRA: 
Strategic Research Agenda）が作成されている。この SRA の中に，標準化やルール設定に関する
事項が明記されている。イノベーションに関連する標準設定が，ヨーロッパ委員会の命令のもとに
進められているのである。

技術水準ではひけをとらないが，国際標準の策定において苦戦しているのが日本である。例えば
第三世代の携帯電話は世界に先駆けて日本で普及したものの，その標準規格や基本特許について日
本のプレゼンスは弱く，高い技術力を有しながらも互換性の問題などから世界市場で取り残される
結果となった。

身近なところではコンピュータに使われる USB などの国際標準規格もあるが，対象となる分野
は科学技術に限らない。例えば国際オリンピック委員会が定めた金メダル，ユネスコによる世界文
化遺産，ミシュラン社による五つ星。いずれも欧州を拠点とする団体による活動であり，そこで定
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められた基準が国際標準となり，日本は設定された価値基準に自発的に従っているという構図であ
る。

もちろん大学も例外ではない。Times Higher Education 社による世界大学ランキングや，深刻
な問題となるのは大学設置基準である。日本の大学制度は独自性が高いため，もし欧州の定める大
学設置基準が世界標準とされてしまうと，大混乱を招くことにもなりかねない。この問題に対応す
る一つの有効な方法は，国際標準の策定を主導すべく日本も積極的に働きかけていくことである。
このような展望のもと，文部科学省高等教育局に在籍中は，独自の国際基準策定を目指して日中韓
の大学間交流を積極的に推進していた。我が国も，国際的戦略連携や国際ジョイント・ディグリ
ー・プログラムなどを通じて日本の大学制度を積極的に輸出し，その延長線上に国際標準を策定す
る試みを，今後一層活発化していかなければならないのではないか。この努力を怠れば，EU をは
じめとする他国が策定した特定の基準に，一方的に従わざるをえなくなるからである。

11．大学の研究活動へのインパクト
―オープンイノベーションのためのプラットフォーム構築―

ここまで，技術的メガトレンドが社会や経済活動に及ぼす主要な影響について，シュワブの議論
に適宜肉付けしながら概観してきた。この議論の延長上に，このトレンドが大学の教育研究に及ぼ
すインパクトについて考えていこう。

まず第一に，イノベーションのスタイルが，オープンで様々な人が参加するような，よりシステ
ミック（全体的）なものに変化する（図８）。そうなると，そこにインボルブされるあるいは参加
するアクターが増えてくる。第二にネットワーク上の大規模データベースが，オープン・イノベー

図７
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ション・プラットフォームとしてより重要になっていく。従来型のプラットフォームでは，企業が
私的に設定した枠組みや，公的主体によって政策的に設定された枠組みやロードマップのもとで基
準や規格が定められていた。おそらく今後，ネットワーク上の大規模データベースがプラットフォ
ームとなるはずである。高度の技術によって改ざんが防止された，分散型のデータベースであり，
これを中心として研究活動が展開される。

例えば生物分野では，遺伝子情報に関するデータベースが主要なプラットフォームの一つとなる。
筑波大学北アフリカ研究センターでは，北アフリカで採取されるオリーブの遺伝子情報データベー
スを有している。その延長線上で，世界中の高ポリフェノールに関する遺伝子情報データベースを
整備し，内外の大学や研究機関，企業の研究者から構成される客員研究員に公開すれば，そこに競
争力のあるイノベーション・ネットワークが形成されることが期待できる14）。オープンイノベーシ
ョンのネットワークに利用者として参加するだけではなく，自分たちが主体となって枠組みを設計
し，競争力のあるプラットフォームを組織するのである。

教育研究活動の鍵となるイノベーションネットワークは，もちろん，大規模データベースに限ら
ず多様なプラットフォームのもとで発展させることができる。我が国ではまだ整備は進んでいない
が，米国では1994年以降，イノベーションのためのプラットフォーム形成が NSF（米国科学財団
National Science Foundation）によって積極的に進められてきている（図９）。NSF の ERC
（Engineering Research Centers）プログラムでは，産業界のニーズに応えるオープンイノベーシ
ョンのための枠組み構築が目的とされ，中心となる大学に対して産業界との間で頻繁に意見交換を
行うことが求められる。このプロセスの鍵となっているのが，Three-Plane Diagram（三層図）で
ある（図10）注15）。最上層（システムレベル）では，社会や市場のニーズを把握し，目標とするシス

図８
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テムの構成や仕様を定める。そしてその実現に向けて必要と考えられる基礎研究や障壁を明らかに
する。最下層（基礎知識レベル）では，基礎科学から得られた知見が実用化に向けて展開される。
中層（要素技術レベル）では，必要とされる要素技術の実現に向けて基礎科学の成果が統合される。
そして最後に最上層（システムレベル）にもどり，要素技術を統合することで目的とするシステム
を構成する。この Three-Plane Diagram（三層図）が，ERC プログラムの支援を受けて行われる
オープンイノベーションを成功に導く鍵となっているのである。NSF による10年間の助成期間を
終えても，85％が活動を継続しているという報告もある。

このように，オープンイノベーションのためのプラットフォームとなることが，大学に対して求
められているのである。その実現に向けて，文部科学省は平成30年度概算要求のなかで「オープン
イノベーション促進システムの整備（大学）」を新規要求している。その準備にあたり，科学技術
振興機構が，NSF の ERC について調査研究を実施してきた。これに先行して筑波大学では，トヨ
タ自動車株式会社との共同により，地域未来の社会基盤づくりを研究開発する未来社会工学研究開
発センターを設置している（図11）。このセンターは，組織対組織型の本格的な産学官連携による
オープンラボ方式を採用し，地域経済・社会の課題解決と未来産業創出，そしてイノベーション拠
点の形成に向けて実証研究と政策提言に取り組んでいる。

このように，大学がオープンイノベーションのための枠組みを自ら組織化するようになれば，産
学連携という形態をとる教育研究活動が拡大しそして日常化することになろう（図８）。

12．大学の教育活動へのインパクト―労働市場と能力形成の在り方が変わる―
６節で論じた通り，おそらく遠からぬうちに多くの職業が AI 等に代替され，高度の創造的職業

図11
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と低賃金の単純な労働集約的作業以外の，中間的な雇用が失われる，あるいは雇用ではなく請負型
の仕事へと置き換えられる。このような状況になったとき，大学は，卒業後社会人となる学生に対
してどのような教育や指導を行えばいいのか。多くの大学が，学生募集にあたり就職実績の高さを
強調しているが，今後この状態を維持することは簡単ではない。雇用が失われ就職先がないのであ
れば，生きていくために自分で会社をつくらなければならなくなるかもしれない。そのような厳し
い現実が明らかになると，これまでのように学生を集めることは難しくなるのではないか。もちろ
ん起業家精神（アントレプレナーシップ）を養成するための試みなども多くの大学で始められてい
るが，簡単に成果が出るはずもない。生きていくために，社会人として経済的に自立できるように
なるため，大学で何を教えるのか。この難しい問題に，大学は向き合わねばならなくなる。

表現を変えれば，大学教育を通じて形成されるべき能力が転換される，ということでもある。人
間としての力を高める，情報リテラシーやプログラミング技術を習得する，などの諸説があるが，
現時点では誰にもわからない。このような難しい状況を見据えた，「自己教育力」の実現に向けた
文部科学省の長期的取り組みについてはすでに説明した通りである。少なくとも，教員が教えたい
知識，あるいは自分たちが理解している旧来型の能力にいつまでもとらわれることなく，学生がこ
れから生きていく上で必要とされるであろう能力について，積極的に考えていかなければならない。

他方，必要とされる新しい教育の発展を強力にサポートするのが IT 技術である。講義時間だけ
で授業が完結するのではなく，例えば20人くらいのグループをつくり授業後から一週間，インター
ネット上で議論を続ける。例えば twitter のような，個人の発言が記録に残り，相互参照を通じて
議論を発展させていくことを可能にする技術を用いることにより，学生参加型の双方向学習を活性
化させることが可能となる。このような仕組みをうまく使いこなすことが，これからの大学教育に
求められるようになろう。

IT 技術を活用した新しい教育は，これまでにないスケールのグローバル競争をもたらす。AI 技
術を活用した完成度の高い翻訳技術があれば，フェース・ツー・フェースによる直接接触以外の教
育コンテンツについて，言語の壁を取り払うことができる。講義は導入部分にすぎずその後のイン
ターネット上でのディスカッションが授業の中心となれば，学生獲得競争が一挙にグローバル化す
ることもありうる。高等教育をめぐる競争の構造は激変し，そのインパクトは大学制度のあり方を
根本的に揺さぶるものとなる。

13．大学制度へのインパクト―能力証明基準と構成員の帰属が変わる―
IT 技術の進展は，講義を中心とする伝統的な大学教育を，インターネット上で繰り広げられる

継続的な双方向型コミュニケーションへと進化させるかもしれない。生命科学とその応用技術（ニ
ューロ・テクノロジー）は，学習のあり方を根本的に変革する可能性を秘めている。技術によって
勤勉が代替されるのである。AI の発達は，知識獲得の方法を大きく変化させた。知識獲得の方法
が変われば当然求められる能力もそれに応じたものへと進化する。それだけではなく，学修や能力
形成のための新たな形態が開発されることになろう（図12）。

これからのイノベーションが，オープンイノベーションネットワークを通じて進展することは，
すでに見た通りである。特定の大学の内部で完結するのではなく，複数の大学や企業，公共団体な
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どと共同することによって，教育のイノベーションが実現される。ここで問題となるのが，プラッ
トフォームと標準化である。大学を中心としてプラットフォームを形成することができたとしても，
イノベーション自体は，従来の慣習にとらわれることなく社会に開かれたネットワークを通じて実
現されることになる。危惧されるのが，外国の大学やあるいは民間企業がイニシアチブを握るプラ
ットフォームに遅れて参加せざるを得ない，という状況である。そこで定められた標準に対して一
方的に従属せざるを得ない，ということになると，大学制度の設計における主体性を喪失すること
になる。一番の理想は，自分たちが中心となって世界中の企業や大学を巻き込んだイノベーション
ネットワークを作ることである。そしてそこで策定した標準を鍛え，世界標準に向けて普及させて
いくのである。教育活動に限らず，大学のあらゆる活動領域において同じことが起こりつつある。
まずは存在感を示すためにも，外国の大学との交流事業について，今後ますます活性化させていか
なければならない。

現在考えられる有力なプラットフォームの一つが，将来的には学位を代替する可能性を秘めてい
る，学修履歴を証明するための新しいシステムである。そこでの標準設定をめぐり，グローバルな
競争が繰り広げられることになろう。例えばソフトウェアや情報技術について，大学の工学部で習
うこともできるし，民間団体が開設している研修で学ぶこともできる。大学マネジメントについて
も，筑波大学の教育プログラムは履修証明制度という枠組みの中で実施されているが，営利，非営
利を問わず関連団体によってさまざまな講演やセミナーが開催されている。これら多種多様な学修
の履歴を評価しそして証明するための仕組みが，これからますます求められるのではないか。会社
で研修を受けることもあれば，大学院での講義の受講，あるいは高度の実務経験などから構成され
る多様な学修履歴について，ネット上に登録するのである。履歴を構成する様々な学習や経験につ

図12
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いて，信頼できる格付け（基準化）がなされていれば，人物評価のための有用なシステムとなる。
Block chain の技術を使うことで，データの改ざんも防止できる。大学教育が陳腐化し，学位が学
修履歴の一構成要素として位置付けられたシステムが社会的承認を得た時，それは大学にとって大
きな脅威となろう。そのシステムを基盤とする，大学に変わる新たな高等教育あるいは生涯学習を
担う制度が設計されるかもしれないからである。逆に，既存の大学を中核とするイノベーションネ
ットワークの中からこのようなシステムが生み出されれば，そこに加盟する大学には大きな発展が
期待できよう。

研究活動に着目した場合，ネットワーク型のオープンイノベーションが普及すれば，クロスアポ
イント16）に付随する問題が必ず起こる。筑波大学には，クロスアポイントメントの教員は20人程
度在籍しており，間もなく100人規模になる予定である。この制度は，構成員の自治を原理とする
大学の，構成員の範囲に関する本質的な問題を提起することになる。例えば筑波大学から給与の80
％を得て，残り20％を産総研から得ている研究者に，学長選出にあたっての意向調査の投票権を認
めるかどうか。筑波大学からの給与が50％，あるいは30％の場合はどうするのか。極端な事例では
あるが，自治組織における意思決定に関与する構成員の範囲をどのように定めるか。これは大学制
度の根幹に関わる問題となる。

第四次産業革命を引き起こすと考えられている，現時点で想定可能な技術的メガトレンドはこの
ように，大学制度自体を揺るがすような大きなインパクトをもたらすことが予想される。今後さら
なる技術の進展に伴って大学はどのように変化し，そしてそこでどのようなマネジメントが求めら
れるのか。最新の技術動向へのキャッチアップを怠ることなく，そしてやむことなく考え続けてい
かなければならない課題である。

注
１）S. Klaus 2017を参照。
２）A. Toffler 1980を参照。
３）第13期中央教育審議会審議経過報告（1983年11月）のなかで提言されている。
４）J.K. Galbraith 1977
５）P. Drucker 1999
６）堺屋太一　1985
７）オープンイノベーションの詳細については，H.W. Chesbrough, et.al. 2006，文部科学省　2017

などを参照。
８）H.W. Chesbrough 2006
９）H.W. Chesbrough, D.J. Teece 1996
10）M. Iansiti 2004，H.W. Chesbrough, et.al. 2006などを参照。
11）プラットフォーム戦略について，G.G. Parker, et.al. 2016，A. Moazed, N. Johnson 2016などを

参照。
12）Framework Pogramme 7 の 詳 細 に つ い て は，https://ec.europa.eu/research/fp7/index_

en.cfm を参照。
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13）欧州テクノロジープラットフォームの詳細については，https://ec.europa.eu/research/
innovation-union/index.cfm?pg=etp を参照。日本語による概説は，新エネルギー・産業技術総
合開発機構（2007）など。

14）筑波大学北アフリカ研究センターには学外の研究者を対象とする客員共同研究員制度があり，
110名の国内研究者と65名の海外研究者が共同研究員として活躍している（平成28年11月現在）。

15）ERC の詳細については，科学技術振興機構（2014）などを参照。
16）研究者が二つ以上の機関に雇用されつつ，一定のエフォート管理の下で，それぞれの機関にお

ける役割に応じて研究・開発及び教育に従事することを可能にする仕組みをさす。詳細について
は経済産業省・文部科学省（2014）を参照。
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